
平成１３年３月期　個別財務諸表の概要 平成１３年５月１６日

上 場 会 社 名 株式会社  堀場製作所 上場取引所 東・大

コ ― ド 番 号 6856 本社所在都道府県 京都府

問 合 せ 先 責任者役職名 常 務 取 締 役

氏        名 山 岡 公 美 Ｔ  Ｅ  Ｌ 京都 (075) 313 - 8121(代表)

決算取締役会開催日 平成１３年５月１６日 中間配当制度の有無 有

定時株主総会開催日 平成１３年６月１６日

１.平成１３年３月期の業績（平成１２年３月２１日～平成１３年３月２０日）

（１）経営成績 (百万円未満切捨）

（注）①期中平均株式数 平成13年３月期 31,251,992 株

平成12年３月期 31,251,992 株

      ②会計処理方法の変更有

      ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）配  当　状　況

（３）財  政  状  態

（注） 期末発行済株式数 平成13年３月期 31,251,992 株

平成12年３月期 31,251,992 株

２．平成１４年３月期の業績予想（平成１３年３月２１日～平成１４年３月２０日）

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） ３２円００銭

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

平成13年３月期 29,480 5.2 1,348 12.6 2,031 44.9

平成12年３月期 28,032 △ 8.8 1,197 △ 29.6 1,402 △ 25.5

売 　上 　高 営 業 利 益 経 常 利 益 

百万円 百万円 ％ 円  銭

平成13年３月期 64,470 36,511 56.6 1,168.29

平成12年３月期 61,122 35,223 57.6 1,127.07

総    資    産 株  主  資  本 株主資本比率
１ 株 当 た り
株  主  資  本

円  銭 円  銭 ％ ％

平成13年３月期 8.50 5.50 31.4 0.7

平成12年３月期 6.00 4.00 32.3 0.5

株主資本

中   間 期   末

１株当たり年間配当金 配当金総額

2.00 186

配 当 率
配 当 性 向

（年 間）

264

百万円

3.00

円  銭

売 上 高 経常利益 当期純利益 １株当たり年間配当金

中 間 期 末

百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 円  銭

中  間  期 15,600 1,170 600 3.00 － －

通      期 32,000 2,100 1,000 － 7.00 10.00

百万円 ％ 円  銭 円  銭 ％ ％ ％

平成13年３月期 840 45.4 26.88 22.99 2.3 3.2 6.9

平成12年３月期 577 △ 43.6 18.49 16.09 1.6 2.3 5.0

当期純利益
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

売 上 高
経 常 利 益 率

総 資 本
経 常 利 益 率

株 主 資 本
当期 純 利 益 率

潜在株式調整後

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

- 1 -



  貸　　借　　対　　照　　表

当  期（平成１３／３） 前  期（平成１２／３） 増減金額

科              目 金   額 構成比 金   額 構成比
（資   産   の   部） 百万円 ％ 百万円 ％

流   動   資   産 （ 36,353 ）（ 56.4 ） （ 33,420 ） （ 54.7 ） （ 2,933 ）
現 金 及 び 預 金 10,621 11,184 △ 562
受 取 手 形 5,411 4,119 1,292
売 掛 金 9,722 8,870 851
有 価 証 券 2,370 2,970 △ 600
製 品 2,599 1,925 674
原 材 料 1,109 1,216 △ 107
仕 掛 品 2,256 2,085 170
短 期 貸 付 金 1,556 734 821
繰 延 税 金 資 産 454 － 454
そ の 他 333 402 △ 69
貸 倒 引 当 金 △ 81 △ 89 8

固   定   資   産 （ 28,117 ）（ 43.6 ） （ 27,690 ） （ 45.3 ） （ 427 ）
有 形 固 定 資 産 （ 11,175 ）（ 17.3 ） （ 11,560 ） （ 18.9 ） （ △ 384 ）
建 物 2,818 3,023 △ 205
構 築 物 388 428 △ 39
機 械 及 び 装 置 386 447 △ 61
車 両 運 搬 具 3 5 △ 2
工 具 器 具 及 び 備品 813 874 △ 61
土 地 6,758 6,755 3
建 設 仮 勘 定 6 25 △ 18

無 形 固 定 資 産 （ 287 ）（ 0.5 ） （ 36 ） （ 0.1 ） （ 250 ）
電 信 電 話 加 入 権 18 18 △0
借 地 権 6 6 －
ソ フ ト ウ ェ ア 257 － 257
そ の 他 4 11 △ 6

投資その他の資産 （ 16,654 ）（ 25.8 ） （ 16,093 ） （ 26.3 ） （ 561 ）
投 資 有 価 証 券 1,874 1,766 107
子 会 社 株 式 13,104 12,790 314
子会社株式評価引当金 △ 246 △ 193 △ 53
長 期 貸 付 金 67 123 △ 55
長 期 前 払 費 用 139 548 △ 408
繰 延 税 金 資 産 717 － 717
そ の 他 1,022 1,060 △ 37
貸 倒 引 当 金 △ 24 △ 1 △ 23

繰   延   資   産 （ － ）（ － ） （ 12 ） （ 0.0 ） （ △ 12 ）
社 債 発 行 費 － 12 △ 12

  資    産    合    計 64,470 100.0 61,122 100.0 3,348
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  貸　　借　　対　　照　　表

当  期（平成１３／３） 前  期（平成１２／３） 増減金額

科              目 金   額 構成比 金   額 構成比
（負   債   の   部） 百万円 ％ 百万円 ％

流   動   負   債 ( 7,466 ） ( 11.6 ） ( 5,817 ） ( 9.5 ） ( 1,648 )
支 払 手 形 2,145 1,520 625
買 掛 金 2,243 1,556 687
未 払 金 1,074 1,227 △ 153
未 払 法 人 税 等 750 223 527
未 払 費 用 850 875 △ 25
預 り 金 8 10 △ 1
製 品 保 証 引 当 金 170 195 △ 25
未 払 消 費 税 等 32 63 △ 31
そ の 他 191 146 44

固   定   負   債 （ 20,493 ） （ 31.8 ） （ 20,082 ） （ 32.9 ） （ 410 ）
社 債 9,000 9,000 -
転 換 社 債 9,983 9,983 -
退 職 給 与 引 当 金 1,484 1,072 411
そ の 他 25 26 △0

  負    債    合    計 27,959 43.4 25,899 42.4 2,059
（資   本   の   部）

資      本      金 （ 6,577 ） （ 10.2 ） （ 6,577 ） （ 10.8 ） （ - ）

法  定  準  備  金 （ 11,670 ） （ 18.1 ） （ 11,643 ） （ 19.0 ） （ 26 ）
資 本 準 備 金 10,875 10,875 -
利 益 準 備 金 794 768 26

剰      余      金 （ 18,263 ） （ 28.3 ） （ 17,001 ） （ 27.8 ） （ 1,262 ）
退 職 積 立 金 816 809 6
設 備 積 立 金 100 100 -
海 外 市 場 積 立 金 500 500 -
固定資産圧縮積立金 46 85 △ 38
別 途 積 立 金 15,179 14,829 350
当 期 未 処 分 利 益 1,620 677 943
（うち当期純利益）（ 840 ） （ 577 ） （ 262 ）

  資    本    合    計 36,511 56.6 35,223 57.6 1,288

  負 債 ・ 資 本 合 計 64,470 100.0 61,122 100.0 3,348
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当 期（平成１３／３）前 期（平成１２／３）

科                目
金
額 百分比 金 額 百分比 金 額 増 減 率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

売       上       高 29,480 100.0 28,032 100.0 1,448 5.2

売    上    原    価 21,632 73.4 21,175 75.5 457 2.2

売    上    利    益 7,848 26.6 6,856 24.5 991 14.5

販売費及び一般管理費 6,499 22.0 5,659 20.2 840 14.8

営    業    利    益 1,348 4.6 1,197 4.3 150 12.6

営   業   外   収   益 （ 1,047 ）（ 3.5 ）（ 707 ）（ 2.5 ）（ 340 ）（ 48.1 ）

受 取 利 息 及 び 配 当 金 404 152 251

為 替 差 益 104 － 104

雑 収 益 539 554 △ 15

営   業   外   費   用 （ 364 ）（ 1.2 ）（ 502 ）（ 1.8 ）（ △ 137 ）（ △ 27.4 ）

社 債 利 息 222 223 △ 0

社 債 発 行 費 償 却 12 12 △ 0

為 替 差 損 － 201 △ 201

有 価 証 券 売 却 損 76 － 76

雑 損 失 52 65 △ 13

経    常    利    益 2,031 6.9 1,402 5.0 629 44.9

特    別    利    益 （ － ）（ － ）（ 17 ）（ 0.1 ）（ △ 17 ）（△ 100.0 ）

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 － 17 △ 17

特    別    損    失 （ 575 ）（ 2.0 ）（ 381 ）（ 1.4 ）（ 194 ）（ 50.9 ）

固 定 資 産 除 却 損 13 9 3
投 資 有 価 証 券 評 価 損 78 36 42
自 己 株 式 評 価 損 106 － 106
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 62 － 62
特 定 金 銭 信 託 評 価 損 65 172 △ 106
研究開発資産特別償却 162 － 162
子会社株式評価引当金繰入額 53 － 53
退職給与引当金特別繰入額 － 115 △ 115

役 員 退 職 慰 労 金 33 48 △ 14

税 引 前 当 期  純  利  益 1,456 4.9 1,037 3.7 418 40.3

法人税、住民税 及び 事業税 1,085 3.7 460 1.6 625 135.9

法  人  税  等  調  整  額 △ 469 △ 1.6 － － △ 469 －

当    期    純    利    益 840 2.8 577 2.1 262 45.4

前   期  繰   越   利   益 113 119

過 年 度 税 効 果 調 整 額 702 －

税効果会計適用に伴う

固定資産圧縮積立金取崩額 33 －

退 職 積 立 金  取  崩  額 33 48

中    間    配    当    金 93 62

利 益 準 備 金  積  立  額 9 6

当  期  未  処  分  利  益 1,620 677

増            減

損 益 計 算 書
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    利    益    処    分    案

科         目

百万円 百万円 百万円

当 期 未  処  分  利  益 1,620 677 943

固定資産圧縮積立金取崩額 3 4 △ 1
計 1,624 681 942

利  益  処  分  額

利  益  準  備  金 23 17 6

利  益  配  当  金 170 124 46

役  員  賞  与  金 52 37 15

退  職  積  立  金 84 40 44

別  途  積  立  金 1,100 350 750
計 1,429 568 861

次  期  繰  越  利  益 194 113 80

（注）当  期（平成１３／３）

  １．役員賞与金には監査役分５２０万円を含んでいます。

  ２．平成１２年１１月３０日、１株につき３円の中間配当を実施しました。

  ３．固定資産圧縮積立金取崩額は租税特別措置法の規定に基づくものであります。

増  減  金  額当  期（平成１３／３） 前  期（平成１２／３）

(１株につき ５円50銭) (１株につき ４円)
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重要な会計方針

  １．資産の評価基準及び評価方法 

製品･仕掛品・・・・・・・・・・・…総平均法に基づく原価法

材       料・・・・・・・・・・・…移動平均法に基づく原価法

有 価 証 券・・・・・・・・・・・…移動平均法に基づく原価法

特定金銭信託 ・・・・・・・・・・…バスケット方式原価法

現金及び預金に含まれる特定金銭信託・・・・・２６１百万円

  ２．有形固定資産の減価償却方法・・・・・…定率法

  ３．無形固定資産の減価償却方法・・・・・…定額法

  ４．繰延資産の処理方法・・・・・・・・・…商法の規定により毎期均等額を償却しています。

  ５．引当金の計上基準

貸倒引当金 ・・・・・・・・・・・…受取手形、売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、

法人税法の規定による繰入限度額のほか債権の回収可能性を検討して

計上しています。

子会社株式評価引当金 ・・・・・・…子会社への投資に対する損失に備えるため、子会社の資産内容等を勘案

して計上しています。

製品保証引当金 ・・・・・・・・・…製品保証費用の支出に備えるため、過去の実績額等を基礎として計上

しています。

退職給与引当金 ・・・・・・・・・…従業員の退職により支給する退職給与の支出に備えるため、退職時の

支給見込額のうち当会計年度までの発生額を基礎とした現価方式による

額から、企業年金制度に係る年金資産の公正な評価額を控除した額に

相当する額を計上しています。

  ６．外貨建短期金銭債権債務・・・・・・・…取得時または発生時の為替相場による円換算額を付しています。

                  の換算方法

  ７．リース取引の処理方法・・・・・・・・…リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引にかかる方法に準

じた会計処理によっています。

  ８．消費税等の会計処理方法・・・・・・・…税抜方式

  ９．会計方針の変更・・・・・・・・・・・…研究開発費につきましては、従来、製造原価として処理しておりました

が、当会計年度より、研究開発費のうち基礎技術開発にあたる費用につ

いては販売費及び一般管理費として処理することに変更しました。

これは、「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」

(公認会計士協会会計制度委員会報告第12号 平成11年3月31日)の公表を

契機に、当社開発部門の活動内容を見直した結果、新製品の開発に要し

た研究開発費と製造原価とを明確に区分し、より適正な期間損益計算を

行うため基礎技術開発に関する研究開発費を期間費用として処理する

ことにしたものであります。

なお、この変更により、従来の方法に比べ売上原価が347百万円減少

し、販売費及び一般管理費が432百万円増加し、営業利益、経常利益、

税引前当期純利益はそれぞれ84百万円減少しています。
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  10．追加情報・・・・・・・・・・・(税効果会計)

財務諸表等規則の改正により、当会計年度より税効果会計を適用して

財務諸表を作成しています。これに伴い、従来の税効果会計を適用

しない場合と比較し、繰延税金資産1,171百万円(流動資産454百万円、

投資その他の資産717百万円)が新たに計上されるとともに、当期純

利益は469百万円、当期未処分利益は1,171百万円多く計上されてい

ます。

(研究開発費)

当会計年度より、「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する

実務指針」(日本公認会計士協会会計制度委員会報告第12号 平成11年

3月31日)に基づき、次のとおり会計処理をしています。

(1) 前会計年度まで投資その他の資産の「長期前払費用」に計上して

いた自社利用のソフトウェアについては、経過措置の適用により、

従来の会計処理方法を継続して採用しています。

ただし、上記に係るソフトウェアの表示については、投資その他

の資産の「長期前払費用」から無形固定資産の「ソフトウェア」

に変更し、減価償却の方法については、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法によっています。

(2) 特定の研究開発目的に関する費用及びそれに伴い取得した資産に

ついて、次のとおり会計処理をしています。

① 「９.会計方針の変更」に記載のとおり、発生費用につきまして

は、前会計年度までは「売上原価」にて計上しておりましたが、

当会計年度からその属性に従い、「売上原価」と「販売費及び

一般管理費」に区分して計上しています。

② 特定の研究開発目的のみに使用され、他の目的に使用できない

機械及び装置等につきましては、前会計年度まで資産計上して

おりましたが、当会計年度から取得時に全額費用計上しています。

③ 前会計年度以前に取得した上記②に該当する資産につきましては、

当会計年度に「特別損失」で全額償却しています。この結果、

従来の方法に比べ、税引前当期純利益は162百万円減少しています。
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貸借対照表注記

当期（平成１３／３） 前期（平成１２／３）

  １．有形固定資産の減価償却累計額 9,372 百万円 8,860 百万円

  ２．子会社に対する短期金銭債権 6,253 百万円 3,055 百万円

      子会社に対する長期金銭債権 63 百万円 115 百万円

  ３．子会社に対する短期金銭債務 1,315 百万円 376 百万円

      子会社に対する長期金銭債務 23 百万円 24 百万円

  ４．重要な外貨建の資産

売   掛   金 1,722 百万円 1,851 百万円

（７,２９７千米ドル他） （９,４２５千米ドル他）

子 会 社 株 式 9,496 百万円 9,437 百万円

（３５９,７３３千仏フラン他） （３５９,７３３千仏フラン他）

  ５．自  己  株  式

①流動資産に属するもの 19 百万円 25 百万円

（「その他」に含む） (２３千株) (  １５千株)

②固定資産に属するもの 123 百万円 216 百万円

（「その他」に含む） (１５０千株) (１５０千株)

  ６．保  証  債  務 12,637 百万円 9,576 百万円

  ７．期中の発行済株式数の増加

    転換社債の転換 発行株式数 － 千株 － 千株

    による増加

資本組入額 － 百万円 － 百万円

  ８．リース契約により使用する固定資産

貸借対照表に計上した固定資産のほか、ＣＡＤ設備機器及びプリント基板生産設備等の一部

については、リース契約により使用しています。
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損益計算書注記
当期（平成１３／３） 前期（平成１２／３）

  １．子 会 社 と の 取 引 高

売 上 高 9,224 百万円 6,944 百万円

仕 入 高 4,838 百万円 2,631 百万円

営業取引以外の取引高 472 百万円 387 百万円

  ２. リ ー ス 取 引 関 係

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

[借手側]

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

(機械及び装置)
取 得 価 額 相 当 額 91 百万円 144 百万円
減価償却累計額相当額 57 百万円 89 百万円
期 末 残 高 相 当 額 33 百万円 55 百万円

(工具器具及び備品)
取 得 価 額 相 当 額 1,135 百万円 1,474 百万円
減価償却累計額相当額 598 百万円 823 百万円
期 末 残 高 相 当 額 536 百万円 650 百万円

(そ  の  他)
取 得 価 額 相 当 額 27 百万円 36 百万円
減価償却累計額相当額 21 百万円 23 百万円
期 末 残 高 相 当 額 6 百万円 13 百万円

(合      計)
取 得 価 額 相 当 額 1,254 百万円 1,656 百万円
減価償却累計額相当額 677 百万円 935 百万円
期 末 残 高 相 当 額 577 百万円 720 百万円

(２)未経過リース料期末残高相当額

      １年以内 233 百万円 278 百万円

      １ 年 超 368 百万円 477 百万円

      合    計 601 百万円 755 百万円

(３)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料 304 百万円 426 百万円

減 価 償 却 費 相 当 額 271 百万円 343 百万円

支 払 利 息 相 当 額 24 百万円 51 百万円

(４)減価償却費相当額及び支払利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

・支払利息相当額の算定方法
  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法
  については、利息法によっています。

オペレーティング・リース取引

[貸手側]

未経過リース料

      １年以内 53 百万円 53 百万円

      １ 年 超 1,316 百万円 1,370 百万円

      合    計 1,370 百万円 1,423 百万円

  ３. 研 究 開 発 費 の 総 額

一般管理費及び当期製造費用 2,060 百万円 －
に含まれる研究開発費
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（１）  売    上　　高

部          門

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

ｴﾝｼﾞﾝ計測ｼｽﾃﾑ機器 11,540 39.1 12,707 45.3 △ 1,166 △ 9.2

分析システム機器 12,485 42.4 11,747 41.9 738 6.3

医用システム機器 2,552 8.7 2,022 7.2 529 26.2

半導体システム機器 1,929 6.5 1,217 4.3 712 58.6

そ の 他 972 3.3 338 1.2 633 187.3

合    計 29,480 100.0 28,032 100.0 1,448 5.2

（うち輸出） 7,816 26.5 8,527 30.4 △ 711 △ 8.3

（２）  受 注 高・受 注 残 高

部          門

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

ｴﾝｼﾞﾝ計測ｼｽﾃﾑ機器 11,286 38.6 12,409 44.8 △ 1,122 △ 9.0

分析システム機器 12,499 42.7 11,512 41.6 986 8.6

医用システム機器 2,450 8.4 2,164 7.8 285 13.2

半導体システム機器 2,112 7.2 1,169 4.2 943 80.6

そ の 他 891 3.1 418 1.5 473 113.4

合    計 29,240 100.0 27,673 100.0 1,566 5.7

（うち輸出） 7,495 25.6 8,764 31.7 △ 1,268 △ 14.5

ｴﾝｼﾞﾝ計測ｼｽﾃﾑ機器 2,666 48.2 2,921 50.6 △ 254 △ 8.7

分析システム機器 2,000 36.2 1,987 34.5 13 0.7

医用システム機器 412 7.5 514 8.9 △ 101 △ 19.8

半導体システム機器 393 7.1 211 3.7 182 86.4

そ の 他 54 1.0 134 2.3 △ 80 △ 59.5

     合    計 5,528 100.0 5,768 100.0 △ 240 △ 4.2

   （うち輸出） 1,738 31.4 2,058 35.7 △ 320 △ 15.6

（３）次期（平成１３年３月２１日～平成１４年３月２０日）売上・受注計画

受
 
 
注
 
 
高

受
 
注
 
残
 
高

売 上 ・ 受 注 状 況

当  期（平成１３／３） 前  期（平成１２／３）

金   額 構成比 金   額 構成比

増     減

当  期（平成１３／３） 前  期（平成１２／３） 増     減

金   額 構成比 金   額 構成比

金   額 増減率

金   額 増減率

部          門

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

ｴﾝｼﾞﾝ計測ｼｽﾃﾑ機器 12,200 38.1 5.7 12,300 37.8 9.0

分析システム機器 12,950 40.5 3.7 13,100 40.3 4.8

医用システム機器 3,050 9.5 19.5 3,050 9.4 24.5

半導体システム機器 2,900 9.1 50.3 3,150 9.7 49.1

そ の 他 900 2.8 △ 7.4 900 2.8 1.0

合    計 32,000 100.0 8.5 32,500 100.0 11.1

（うち輸出） 9,000 28.1 15.1 9,200 28.3 22.7

構 成 比 増減率金  額 構 成 比 増減率 金  額

売　　　上　　　高 前期比 受　　　注　　　高 前期比
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税効果会計関係

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（単位：百万円）

有価証券の時価等
（単位：百万円）

（注） 1. 時価等の算定方法

上場有価証券 ･･････････････････････… 主に東京証券取引所の最終価格

店頭売買有価証券 ･･････････････････････… 日本証券業協会の公表する売買価格等

証券投資信託 ･･････････････････････… 基  準  価  格

       2．流動資産及び固定資産に属する株式には、自己株式を含んで表示しています。

       3. 開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

（平成１３／３） （平成１２／３）

百万円 百万円

固定資産に属するもの 株      式

(うち関係会社株式)

当    期 前    期

13,438

(13,241)

13,127

(12,827)

繰延税金資産
未払事業税 70
たな卸資産評価損 95
貸倒引当金 10
賞与引当金 155
退職給与引当金 622
減価償却超過額 88
投資有価証券評価損 25
その他 365

繰延税金資産計 1,432
評価性引当額 △ 228
繰延税金資産合計 1,203
繰延税金負債 0

未実現損失 0
貸倒引当金 0
圧縮積立金 △ 31
その他 0

繰延税金負債計 △ 31
繰延税金資産の純額 1,171

当  期(平成13/3)

当  期（平成１３／３） 前  期（平成１２／３）

 　　種       類

流動資産に属するもの

株            式 19 19 － 25 12 △ 13

債            券 1,312 1,303 △ 8 1,924 1,861 △ 62

そ     の     他 1,057 968 △ 89 1,046 965 △ 80

小      計 2,389 2,291 △ 97 2,995 2,839 △ 156

固定資産に属するもの

株            式 1,603 2,712 1,108 1,595 3,001 1,406

債            券 － － － － － －

そ     の     他 50 46 △ 3 50 46 △ 3

小      計 1,653 2,758 1,105 1,645 3,048 1,402

合      計 4,043 5,050 1,007 4,641 5,887 1,246

時     価 評価損益
貸借対照表
計 上 額

貸借対照表
計 上 額

評価損益時     価
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デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

1．通貨関連 （単位：百万円）

うち1年超 うち1年超

オプション取引

売       建
米 ド ル 316 －  492 －  

(6) (－) 5 1 (6) (－) 7 △ 0 

買       建 316 －  492 －  

米 ド ル (6) (－) △ 20 △ 26 (6) (－) 5 △ 0 

633 －  △ 15 △ 25 984 －  13 △ 1 

(注)１．時価の算定方法には、先物為替相場を使用しています。
    ２．外貨建金銭債権債務等に通貨オプション取引を振り当てたことにより、決済時における
　　    円貨額が確定している外貨建金銭債権債務等で、貸借対照表において当該円貨額で表示
　　    されているものについては、開示の対象から除いています。
　　    また、オプション料については、契約額の下にカッコ書きで貸借対照表計上額を記載
　　    しています。

２．金利関連 （単位：百万円）

種    類

うち1年超 うち1年超

金利スワップ取引

支払固定・受取変動 4,000 4,000 △ 102 △ 102 4,000 4,000 △ 29 △ 29

4,000 4,000 △ 29 △ 29 4,000 4,000 △ 29 △ 29

(注)１．金利スワップの時価算定については、取引相手方の金融機関から提示された価格に
        よっています。
    ２．上記金利スワップ契約における想定元本金額は、この金額自体がデリバティブ取引
        に係る市場リスク量を示すものではありません。

退任予定取締役

取  締  役 猪  俣     博　（株式会社 日立製作所 上席常務計測器グループ長＆CEO)

市
場
取
引
以
外
の
取
引

役員の異動

前期（平成１２年３月２０日現在）

契  約  額  等 契  約  額  等
時  価 時  価

評価損
益

評価損
益

当期（平成１３年３月２０日現在）

契  約  額  等

当期（平成１３年３月２０日現在） 前期（平成１２年３月２０日現在）

時  価 時  価
評価損
益

評価損
益

契  約  額  等種    類
区
分

市
場
取
引
以
外
の
取
引

区
分
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